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宮城県監査委員告示第１６号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第４項の規定により平成１７年度第３四半期

に実施した普通会計に係る定期監査の結果は次のとおりです。

平成１８年２月２４日

宮城県監査委員 菊 地 浩

宮城県監査委員 藤 原 範 典

宮城県監査委員 阿 部 徹

宮城県監査委員 谷地森 涼 子

１ 監査実施機関及び監査実施年月日

監査実施機関 監査実施日

地方機関

○総務部

農業短期大学 １１月 ２日

栗原県税事務所（旧築館県税事務所） １０月 ６日

石巻県税事務所 １０月 ７日

○企画部

東京事務所 １１月 ９日

○保健福祉部

仙台保健福祉事務所 １２月１４日

栗原保健福祉事務所 １０月１８日

登米保健福祉事務所 １０月１８日

石巻保健福祉事務所 １０月 ７日

気仙沼保健福祉事務所 １０月２５日

高等看護学校 １１月 ７日

中央地域子どもセンター １０月１３日

○産業経済部

大阪事務所 １１月１７日



- 2 -

大河原地方振興事務所 １１月１８日

登米地方振興事務所（旧迫地方振興事務所） １０月２４日

石巻地方振興事務所 １１月１５日

気仙沼地方振興事務所 １０月 ７日

松島公園管理事務所 １１月 ７日

仙台家畜保健衛生所 １０月１３日

林業試験場 １２月２２日

○土木部

大河原土木事務所 １１月１８日

栗原土木事務所（旧築館土木事務所） １０月２４日

登米土木事務所（旧迫土木事務所） １０月 ６日

気仙沼土木事務所 １０月１９日

東部下水道事務所 １２月 １日

○教育庁

登米教育事務所（旧迫教育事務所） １２月２７日

石巻教育事務所 １２月２０日

志津川教育事務所 １１月１４日

多賀城跡調査研究所 １１月 ８日

東北歴史博物館 １１月 ８日

古川高等学校 １０月 ５日

築館高等学校（旧築館女子高等学校含む） １１月２９日

名取北高等学校 １２月１５日

松山高等学校 １２月１５日

利府高等学校 １０月２８日

柴田高等学校 １０月２７日

仙台東高等学校 １２月 １日

富谷高等学校 １０月３１日

亘理高等学校 １２月１９日
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本吉響高等学校 １１月１６日

水産高等学校 １２月２６日

古川工業高等学校 １２月２２日

拓桃養護学校 １１月 １日

山元養護学校 １０月２７日

古川養護学校 １０月 ５日

養護学校小牛田高等学園 １０月 ４日

養護学校岩沼高等学園 １１月 １日

○警察本部

大和警察署 １０月１８日

佐沼警察署 １０月 ３日

登米警察署 １０月 ３日

古川警察署 １０月１８日

鳴子警察署 １０月１２日

加美警察署 １１月２２日

小牛田警察署 １１月 ２日

涌谷警察署 １１月 ２日

大河原警察署 １０月１３日

白石警察署 １０月１３日

［補充監査］

本庁

○土木部

営繕課（設備室含む） １２月２７日

地方機関

○産業経済部

栗原地方振興事務所（旧築館地方振興事務所） １２月２７日

２ 監査結果

平成１６年度の財務に関する事務の執行の事実が地方自治法第２条第１４項及び第１５項の規
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定の趣旨に沿って行われているかについて，特に意を用いて行いました。

その結果，公表すべき指摘事項は下記のとおりであり，その他の軽易な事項については関係機

関に注意をしました。

なお，宮城県警察の監査については，犯罪捜査報償費の執行状況を重点として実施しました。

その結果は別紙のとおりです。

記

（１）栗原県税事務所（旧築館県税事務所）

県税において，収入未済があったので，今後とも収納促進と収入未済の発生防止対策を講じ

るとともに，適切な債権管理を図る必要がある。

なお，納税の催告や自動車税納付のための集会所等を利用しての移動窓口を設置するなど，

収入未済を解消する努力がみられるが，さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努める必

要がある。

※ 平成１６年度収入未済額

現年度分 ５０，１２６，０３７円

過年度分 １０２，７２８，９２０円

合 計 １５２，８５４，９５７円

（２）石巻県税事務所

県税において，収入未済があったので，今後とも収納促進と収入未済の発生防止対策を講じ

るとともに，適切な債権管理を図る必要がある。

なお，納税の催告や休日・夜間納税窓口を開設するなど，収入未済を解消する努力がみられ

るが，さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努める必要がある。

※ 平成１６年度収入未済額

現年度分 １８４，６０９，８８２円

過年度分 ４７９，５５７，７２１円

合 計 ６６４，１６７，６０３円

（３）仙台保健福祉事務所

生活保護扶助費返還金及び母子寡婦福祉資金貸付金償還金において，収入未済が多額で，増

加しているので，今後の収納促進と収入未済の発生防止対策を早期に講じる必要がある。

※ 平成１６年度生活保護扶助費返還金収入未済額

現年度分 ５，０１２，８１６円

過年度分 １，２１８，９４４円

合 計 ６，２３１，７６０円

※ 平成１６年度母子寡婦福祉資金貸付金償還金収入未済額

現年度分 ４，０２６，８３２円

過年度分 １１，７６９，９５８円

合 計 １５，７９６，７９０円
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（４）中央地域子どもセンター

民生費負担金において，電話による督促や家庭訪問を実施するなど，収入未済を解消する努

力がみられるものの，収入未済が多額で，増加しているので，今後の収納促進と収入未済の発

生防止対策を講じる必要がある。

※ 平成１６年度収入未済額

現年度分 ５，３３６，９７０円

過年度分 １６，０７５，６１０円

合 計 ２１，４１２，５８０円


